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Ⅱ－３　中期利益・資金計画システム
１．中期利益・資金計画システムとはなにか
(1)まず結論を

本書の中期利益・資金計画策定システムを使うことによって，①今後５年間の経営力をシミュレーションすることができます。シミュレーションの結果は，貸借対照表，損益計算書，キャッシュフロー計算書，格付け評価・経営分析として出力されます。②入力は１ヶ年の貸借対照表，損益計算書だけ。基礎データ入力にかかる時間は30～40分もあれば十分です。③操作もいたって簡単。基本となるシミュレーションが，マクロ（プログラム）として登録されているので，慣れてくると20分程度で１回のシミュレーションが可能です。

(2)経営計画を計数で具体化

経営戦略を立案し，経営計画を策定・実現すると経営力は向上する。経営力とはなんでしょうか。社会的な評価，売上高，利益，高い給与水準と色々あります。これらの総合的な評価は，企業の財務諸表に現れています。経営計画を実現し，どのような財務体質を実現するのかといった計数計画が経営計画として立案されていないと，抽象的な経営計画になってしまいます。例えば，経営計画を達成し利益が増加したとしても，運転資金が増加し資金繰りに窮するようでは，計画が達成したとは言えません。

実現可能性の高い経営計画を立案し，常に実績と対比させることで，経営計画の実現を支援しなければなりません。

理論上はこの通りですが，今までは実現するのが大変でした。しかし，本システムを使えば，経営計画の計数目標を具体的に提示し，中期計画についての進捗管理を簡単に行なうことができるようになります。

(3)５ヶ年の財務シミュレーション
ドックイヤー（今はマウスイヤーとも）といわれるほど経済・経営環境の変化は著しいですが，こんなときこそ，経営計画を立案し，経営の方向性を明確にした経営に勤めなければなりません。

そのためには，常に，長期，中期，短期での計画を見直しながら経営の舵取りをしなければなりません。本システムは，簡単に５ヶ年間の財務シミュレーションができますので，中長期計画を見直しながら，短期計画に反映させるという，ローリングプランを実務ベースで実行することができます。
理論はあっても，実務上ほとんど不可能（一部の大企業を除く）に近かった，５ヶ年の財務シミュレーションを，だれでもできるようにしているのが，本システムの特徴です。

以下の(4)～(7)は新システムとして生まれ変わった中期利益・資金計画の特徴です。

(4)リスケジュールのための計画策定に活用できる
ここ数年は不況を反映してリスケジュール件数が増加しています。厳しい経済のなかで，借入金を返済できず，返済計画を見直さなければならない経営が続いています。返済計画を見直す際は，金融機関には中長期の経営計画を提出しなければなりませんが，本システムでは，長期借入金が２０口，短期借入金もも１０口用意されていますので，借入条件を簡単に変更しながらリスケジュールのための経営計画を策定することが可能です。
この長短期借入金の借入条件一覧表も，長期で最大３０年，短期で６年間の条件を，マクロボタンを押すだけで入力・設定ができるようになっており，借入条件を変更した据え置き返済，一括返済にも対応しています。
(5)中小企業経営力強化支援法への対応
認定支援機関は，中小企業経営力強化支援法の目的を実現するために，中小企業を支援するための事業計画（経営改善計画）を作成しなければなりません。

従来の中期利益・資金計画システムだけでも十分だったのですが，中期利益・資金計画システムの後半のシートに，日本政策金融公庫の様式をリンクさせました。中期利益・資金計画システムで作成された，貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書がそのまま日本政策金融公庫の様式にリンクされており，業界情報等を付け加えればそのまま全ての金融機関に提出できるようにバージョンアップしています。（●ページ参照）
(6)各企業の金融機関からの評価（格付け評価）がシミュレーションできる
従来までの中期利益・資金計画システムでは，経営分析の結果は出力できましたが，金融機関の格付け評価を基礎に考えたものではありませんでした。今回のシステムでは，金融機関が行っている格付け評価に近い形での経営分析の評価が，５年分組むことができますので，金融機関との交渉の際に利用しやすくなっています。
また，経営分析ですと点数化しても分かりにくいものでしたが，格付け評価の方法を取り入れることによって，金融機関がどのように評価しているのかといった客観的な評価を知ることができ，また，金融機関との付き合い方なども理解することができます。

(7)きめ細やかで，簡単にシミュレーションをできるようになった

      至る所にプログラムを実行するボタンが配置されています。一見煩雑そうにみえますが，慣れてくると通常のExcelの使い方はなんだったのだろうと思えてくるはずです。
      数字を入力してシミュレーションして答えを出すのですが，当然，５期間入力しなければ５期間の推移はみられません。新システムでは，ボタン１つで５期間のデータを一気にセットでき，５期間の格付けの推移がわかるといったシミュレーションをするための操作性を格段に改善しています。頭で思い描いたスピードでシミュレーションできるようになっているのです。
      そのためには，経営計画策定の論理を理解し，簡単な操作方法を覚えていただければなりません。

２．中期利益・資金計画の体系
中期利益・資金計画は３つのサブシステムから構成されています。１番目がシミュレーションの基礎になる貸借対照表，損益計算書，製造原価報告書の入力，２番目がシミュレーションの実施，３番目がシミュレーションの結果自動作例される貸借対照表，損益計算書，キャッシュフロー計算書，経営分析と格付けといった資料等，４番目が日本政策金融公庫の様式になっています。

(1)基礎データ入力

最初は，シミュレーションに必要な基礎データの入手と入力を行います。必要なデータは最新の決算書である貸借対照表，損益計算書，製造原価報告書です。

(2)シミュレーションの実施

基礎データを元にシミュレーションを行います。伸び率，回転率等を使用し，また，設備投資については予想される年度と投資額，借入金については借入・返済予定年度と金額にもとづいてシミュレーションを行います。前述のとおり，借入については概算ではなく当社の実際の借入内容を入力・変更する方法採用しています。
(3)出力される各種資料
シミュレーションによって，貸借対照表，損益計算書，キャッシュフロー計算書といった財務諸表だけでなく，営業資金，付加価値，経営分析と格付け，といった経営力の改善を判断できる経営管理資料まで自動作成されています。

中小企業経営力強化支援法の事業計画に対応できるように，当社の実際の借入条件を反映させるための長期借入金の入力用シート２０（２０口），短期借入金の入力用シートが１０（１０口）まで用意されています。この借入金の一覧表はマクロボタンで自由に動かすことができるので，リスケジュール（借入金の条件変更），新規借入，繰上げ返済等のシミュレーションを自由にできるようになっています。
(4)日本政策金融公庫の様式にリンク
　各金融機関はそれぞれに，事業計画（経営改善計画，中期利益・資金計画等）の様式を持っているようです。会計理論を前提にシミュレーションによって今後５期間の，貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書等を作成できる中期利益・資金計画システムで策定した計画がそのまま，日本政策金融公庫の様式にリンクされているので，何度も資料を作成する必要はありません。経営者，支援担当者（会計事務所，金融機関）等が集まってシミュレーションし，策定した結果がそのまま，日本政策金融公庫の様式に反映されています。

中期利益・資金計画システムで不足する，業界情報，２年前の財務データ，ＳＷＯＴ等，金融機関へのお願い事項等については，日本政策金融公庫の様式に追加入力しなければなりませんが，売上明細や，今後５期間主要財務データはすでに作成されているので，追加作業はかなり楽になってきます。

　また，中期利益・資金計画システムとは別に戦略を策定する，

SWOT分析による経営戦略策定システムB　もシステムとして提供しているので，このシステムで策定した戦略部分を，日本政策金融公庫の様式の一部と差し替えることで，事業計画（日本政策金融公庫は　経営改善計画　というタイトルを使っている）は策定できます。

　日本政策金融公庫の様式はそのまま活用し，３期間を５期間に延長し，百万単位であった部分を，中小企業の実態にあわせて千円単位と，百万単位の選択ができるようにした。

Ⅲ－４ シミュレーションの前提となる考え方 
１．変動損益計算書

中長期の利益予測を行い簡単・迅速シミュレーションを行なうために，通常の損益計算書の様式でなく，変動損益計算書の様式を採用しています。

通常の損益計算書においては，変動費，固定費の区分をせず，売上高から売上原価，販売管理費を順次控除して利益を計算する。このため，売上高の増減と利益の増減が連動せず，経営的な判断を誤る場合が多い。事例で説明してみよう。

今月の損益計算書上で売上が1,000万円，諸経費・原価が，材料費350万円，労務費100万円，製造経費50万円，販売管理費250万円の合計で750万円。営業利益が250万円と計算されていた。来月は売上が２割増加する。さてどうなるのか？

(1) 間違い　×

売上は２割増の1,200万円（1,000万円×1.2），材料費，労務費，製造経費，販売管理費も全て1.2倍と計算したため，営業利益も1.2倍の300万円と計算された。

(2) 正解　○

売上は２割増の1,200万円ですが，1.2倍かかるのは変動費として売上高と比例して発生する材料費だけです。従って材料費は420万円（350万円×1.2），労務費，製造経費，販売管理費はすべて固定費であるとすれば全て同額として計算すると，
1,200万－（350万×1.2＋100万＋50万＋250万）＝380万

となります。

営業利益は1.52倍の380万円となりました。売上が２割増えただけで，営業利益は５割も増えたことになる！！　このように経営上の判断がしにくくなってしまいます。

①変動損益計算書で考える

売上高は1.2倍。売上高と比例して発生する変動費としての材料費も1.2倍。従って限界利益も1.2倍と計算されます。他の費用は全て固定費なので，同額発生するため，営業利益は1.52倍の380万円となります。

変動費，限界利益を売上高との比例関係で把握することで，売上の変動と利益の変動を的確に把握することができます。

②固定費と変動費

変動損益計算書の様式に組み替えるためには，費用を固定費と変動費に区分しなければなりません。変動費とは，商品仕入，材料費，外注費のように売上連動して変化する費用です。仕入，材料以外に，燃料費，水道光熱費，電灯電力費といった製造変動費や，荷造運賃，広告宣伝費，包装費といった販売変動費があります。

変動費と固定費の区分は実務上，勘定科目別に決定する勘定科法が採用されています。本システムでも，この方式を採用し，勘定科目毎に簡単に固定費・変動費を設定できるようになっていますので，各企業の実態に合わせて設定して下さい。

しかし，あまり詳細に設定すると煩雑になるので，主要な変動費だけ取り上げて，あとは固定費にしたほうが良いかと思います。

２．回転率で貸借対照表の残高を決める

(1)計上した利益を貸借対照表残高へ反映させる論理
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計上した利益を貸借対照表へ反映させると上の図のとおりとなります。

5 金預金は差額として計算します。

⑤⑥⑦の有形・無形固定資産，投資等は，購入と償却で計算できます。有形固定資産等の購入は頻繁に行われるものではなく，金額も大きいことから，計画に織り込んでおくのがふつうです。中期利益・資金計画システムでは，メニューから，投資のシートへ移動して，既存資産の減価償却，除却，売却，新規資産の取得等を詳細に設定します。
負債のなかで，⑨長短借入金は返済条件を設定した自動計算した結果が反映されます。増資も計画で把握できます。
残りは，回転率で金額を推計する②売上債権，③棚卸資産，④その他流動資産，⑧買入債務，⑨その他流動負債，⑩その他固定負債　です。

これらの勘定科目は全て，【回転率】をもとに推計できます。つまり，極論を言うと，貸借対照表は【回転率】さえ理解できれば作成できるということです。
(2)貸借対照表残高の残高を決める

①売上債権，棚卸資産，その他流動資産を決める

売上債権回転率（売上債権回転日数），棚卸資産回転率（棚卸資産回転日数），その他流動資産回転率の実績を計算し，次期の売上を考慮して，それぞれの金額を決定します。

売上12億，売掛金１億であれば，売上債権回転率は12回（12÷１），売上債権回転日数は概ね30日（30.4日＝365÷12回）となります。

今期の売上予算が16億だとすれば，16億÷12回＝1.3億が売掛金残高となります。また，16億÷365×30.4日＝1.3億と計算してもいいです。

次期棚卸資産も，次期その他流動資産も同じような計算式で予測できます。

②有形固定資産，無形固定資産

有形固定資産の増加は購入，減少は売却と除却，減価償却になります。

減価償却費は，損益計算書で次期予算が計算されているため，減価償却費の減額分は計上できます。

あとは，次期の除却と，新規取得（設備投資等による固定資産の増加）を反映させれば，有形固定資産，無形固定資産の金額は予測でき，①②で資産の部が確定します。

今回のシステムでは有形・無形固定資産についてのシミュレーションが簡単にできるように設計されています。
③買入債務（買掛金＋支払手形）

買入債務回転率（買入債務回転日数）も，売上債権回転率と同じように考えて良い。

売上を，仕入＋外注費に読み替えて計算する。

仕入＋外注費８億，買掛金１億であれば，買入債務回転率は８回（８÷１），
買入債務回転日数は概ね46日（45.6日＝365÷８回）となる。

今期の仕入＋外注費が10億とすれば，10億÷８回＝1.25億が買掛金残高と計算できる。10億÷365×45.6日＝1.25億と計算しても良い。

④その他流動負債，その他固定負債

売上債権回転率と同じ要領で計算し，次期金額を推定します。つまり，売上高に対する割合で，その他流動負債，その他固定負債を予測します。

⑤短期借入金，長期借入金

長期借入金は，企業が保有する返済一覧表を計算することで，期末残高（期首残高－年間の返済額）を予測することができます。③④⑤で負債の部が確定します。
この部分についても，中期利益・資金計画システムでは，長期２０口，短期１０口の合計３０口の個別シートを用意し，借入金の設定，返済，据置き，繰上返済が自由にシミュレーションできるようになっています。
⑥資本金

　資本金の増加は増資だけであり，めったに発生しないと思いますし，計算もシンプルなので金額を推計するのは簡単です。資産の部と負債・資本の部が確定すれば，その差額は現金預金の増加ということになります。

(3)シミュレーションでの活用

シミュレーションでは，売上債権回転日数，棚卸資産回転日数，買入債務回転日数が設定できるようになっています。伸び率で決定された売上，仕入，材料仕入等に対する割合で，売上債権，棚卸資産，買入債務が自動計算されます。

また，営業資金というシートが用意されており，このシートにシミュレーションした結果が，回転日数推移，運転資本過不足という形で自動計算されています。

回転日数で運転資本の不足がなかったとしても，金額ベースで運転資本が不足している場合には，売上増大に伴って資金不足が発生する体質であると理解して構いません。短期資金で運転資本を調達するか，コツコツと積み上げた利益を運転資本に当てるのかを，中長期シミュレーションで方向付けをすると良いでしょう。
(4)その他の回転日数での金額設定
①流動資産での金額設定

· 原則として全ての勘定科目が回転日数でセットされる。

· 例外１  現金預金は差額で計算

· 例外２  有価証券は個別に取得，売却を設定

· 例外３  棚卸資産は２行用意されています。２行目（下段）の棚卸資産は入力し　　　　　　　た金額が固定されます。１行目（上段）の棚卸資産資産は前述したように回転日数で自動計算されます。
· 例外４  繰延税金資産は基本的に５年で消去。修正は可能

· 例外５  その他流動資産も２行用意されています。２行目（下段）のその他流動資産は入力した金額が固定されます。１行目（上段）のその他流動資産は前述したように回転日数で自動計算されます。
②固定資産での金額設定

  メニューから，投資 シートに移動し，個別に減価償却，除却，売却，新規取得を決定します。回転率で決定する勘定科目はありません。
③流動負債・固定負債での金額設定

· 原則として全ての勘定科目が回転日数でセットされる。

· 例外１  短期借入金はシミュレーションで任意に決定するか，ここに設定したシートから計算結果を転記

· 例外２  未払金も２行用意されています。２行目（下段）の未払金は入力した金額が固定されます。１行目（上段）の未払金は前述したように回転日数で自動計算されます。
· 例外３  未払法人税等は税引前利益から計算した法人税等が転記される。

· 例外４  繰延税金負債は基本的に５年で消去。修正は可能

· 例外５  その他固定負債も２行用意されています。２行目（下段）のその他固定負債は入力した金額が固定されます。１行目（上段）の未払金は前述したように回転日数で自動計算されます。
自動セットされる金額が不適切な場合は，貸借対照表の調整で修正・調整することができます。
３．回転率，回転日数を理解する
(1)運転資本の不足は何故生ずるか

下図に示すような回収，支払条件の会社があったとします。この会社は仕入れてから販売するまで平均で30日ほどかかっています。販売してから現金で回収されるまでが，やはり30日ほどかかっています。仕入代金の支払は，仕入れてから40日後に現金で決済されます。
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　このような会社では，いつも20日間の資金不足が生じてしまいます。

つまり，（在庫日数＋回収までの日数）－（支払までの日数）＝資金不足日数と計算でき，（30＋30）－40＝20となり，この会社の資金不足日数は20日間である。このような会社は売上が増加すれば増加するほど資金不足に陥ってきます。典型的な“勘定合って銭足らず”の会社です。

※　これ以降は，在庫日数＝棚卸資産回転日数，回収までの日数＝売上債権回転日数，支払までの日数＝買入債務回転日数と呼びます。

　

①改善方法１

　改善方法は３つあります。第一が支払を伸ばすこと。つまり，買入債務回転日数を伸ばすことです。極端に言うと，40日を365日にすると資金は絶対に不足しません。しかし，１年に１回しか支払わない会社と誰が取引するでしょうか。

不況下の現在，買入債務回転日数を少しでも伸ばすと信用不安を引き起こし，商品が入ってきません。理論的には改善方法のひとつであるが，実務的には実施することは難しいです。

買入債務回転日数を伸ばすというとピントこないかもしれませんが，現金支払を手形にすることです。手形期日を３ヶ月から４ヶ月にする，翌月末払いを翌々月10日払いに変更するといった取引条件の変更によって買入債務回転日数は伸びるのです。また，直接的に理解できることとして，翌月末に支払う仕入代金をチョット１ヶ月伸ばして欲しいと依頼しても，買入債務回転日数は伸びます。

②改善方法２

第二が回収を短縮すること。つまり売上債権回転日数を短縮することです。

30日が15日になるだけで改善（まだ資金不足は発生しているが以前よりましになる）になるだろう。

売上債権回転日数が ０ になれば最高です。売上債権回転日数が ０ ということは，全て現金販売ということになりますが，実際は不可能でしょう。

売上債権回転日数を短縮するということは，３ヶ月の手形を２ヶ月にしてもらう。半金半手を，７割現金・３割手形にしてもらうといったことで実現します。

しかし，既存の得意先の支払条件（当社にとっては回収条件）を変更することは難しいかと思われます。したがいまして，新規の得意先開拓時に当社に回収条件を提示していくことで全社的な売上債権回転日数を短縮していくことになります。

③改善方法３

第三が在庫期間を短くすること。つまり棚卸資産回転日数を短縮することです。

30日が25日になるだけで改善します。商売の形態によっては，ある程度在庫を保有しなければならないので，棚卸資産回転日数が０になること無理かと思います。（在庫を保有しない商売の形態を採用していれば在庫は０となる）

在庫の日数は直感で理解できるハズです。在庫をもたないのが０であれば，棚卸資産回転日数を短くするということは，在庫金額を少なくすることです。

(2)売上債権回転日数30日ってどういう意味か？
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①売上債権回転日数30日の意味

　ここに月売上高が１億円，年間で12億円あります。月末に１億円の売掛金がある取引先があるとしましょう。年間の売上高12億円÷売掛金１億円＝売上債権回転率12回と計算できるはずです。365日÷売上債権回転率12回＝30.4日で，概ね30日となります。

　つまり，売上債権回転率12回＝売上債権回転日数30日ということは，平均１ヶ月分の売上高が売掛金として未回収になっているということになります。

言い方をかえると，年間売上の１ヶ月分の資金が売上債権として運用されている（資金が寝ている）と考えることができます。

②資金繰りを改善する

　売上債権回転日数を15日にすると，現在の資金繰りが改善されるハズです。売上債権回転日数を15日にするにはどうしたら良いでしょうか。

(イ)売上債権回転日数が15日になる売上債権回転率を求めると，

365 ÷ 売上債権回転率 ＝ 15　になれば良い。売上債権回転率＝Ｘ

15X＝365　従って　X＝24回　売上債権回転率は24回であれば良い。

(ロ)売上債権回転率24回の場合の売掛金を求めると，

　　年間売上12億　÷　売掛金 ＝　売上債権回転率　24回

　　売掛金＝Ｙ　 24Y ＝ 12　Ｙ ＝ 0.5　売掛金は0.5億円となります。

(ハ)結論は簡単

　　売上の半分は現金売上で，15日に半分だけ売掛金を回収してくる。得意先の半分が現金売上のお客様です。あと半分は，月末締めの翌月払いのお客様といういずれかのパターンであれば良いです。

売上の半分が現金売上となったので資金繰りは楽になります。
このように売上債権回転率の考え方を理解すると，資金繰りの改善方法が具体的にみえてきます。
※１　解説しやすくするために売掛金だけで説明しているが，実際は，売上債権（売上債権＝受取手形＋売掛金）を使って売上債権回転率，売上債権回転日数を計算します。

※２　計算上使用する売上債権が一番正しい方法は，毎月の平均売上債権を使用する計算が大変なので，（期首売上債権＋期末売上債権）÷２　という平均売上債権を使用します。しかし，実務上はもっと簡単で，金額も把握しやすい期末売上債権をもって売上債権として，売上債権回転率，売上債権回転日数を計算します。

(3)棚卸資産回転率，棚卸資産回転日数

　 棚卸資産回転率，棚卸資産回転日数も売上債権と同じように考えて良いです。計算式は，


[image: image2.wmf]＝棚卸資産回転率

棚卸資産

売上高

　　　
[image: image3.wmf]＝棚卸資産回転日数

棚卸資産回転率

３６５日


となります。

棚卸資産の金額が減少（在庫が減少）すると，棚卸資産回転日数は改善される。

　  棚卸資産は売価ではなく，原価で計算している。

棚卸資産回転日数が30日ということは，年間売上高の丁度１ヶ月分に相当する金額の在庫を保有しています。

年間売上の１ヶ月分の資金が棚卸資産として運用されている（資金が寝ている）と考えることができます。

ここで計算される在庫は原価ベースになっていることに注意する必要があります。

(4)買入債務回転率，買入債務回転日数

買入債務回転率，買入債務回転日数も計算構造は売上債権と同じだが売上を使わずに仕入＋材料仕入を使う。
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※買入債務＝支払手形＋買掛金

買入債務回転日数が40日ということは，年間仕入高の１ヶ月超（40日分）に相当する金額の買入債務を保有している。

見方をかえると，仕入先，外注先という協力業者が，年間仕入の１ヶ月超の資金を当社に回してくれている，貸してくれていると考えることができます。当社にとってこの金額は運転資本を調達しているということになります。
買入債務回転日数が多くなればなるだけ，資金繰りが楽になりますが，当社が楽になったということは，仕入先，協力業者を泣かせているということも肝に銘じておかなければなりません。
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